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再意見を提出させていただくにあたり、当社の基本的な考え方は「米国に競争上遜色の無いコスト条件で当社のようなCLECがＡＤＳＬサービスを行えることは、日本の産業の発展にとって大変、重要かつ必要であり、ＮＴＴの独自の数字に引きずられ、日本独自の高い料金となることはおかしい」ということであります。現在ＮＴＴはＩＳＤＮをすべてに優先するべくその保護を第一とするような競争条件を当社などのＣＬＥＣに押し付けようとしていますが、それは高速ブロードバンドサービスの拡充が行われているという、世界の大勢に乗り遅れることになり日本のインターネットの発展,普及を阻害することになります。米国のBell Atlantic社がやっているように、ISDNからADSLなどのDSL技術に乗り換えるぐらいの施策が必要であると当社は考えております。すなわち、低コスト、高速度の技術をもっと拡充すべきであります。

   すでに我が国は、ＤＳＬアクセス網の普及促進において、欧米は言うに及ばず、ＩＴ立国をはかるアジア諸国に圧倒的に水をあけられています。シンガーポール、香港などでは「ハリウッド映画の予告編は電話線で見る」常識がカルチャーとして定着しつつあります。

また、隣国の韓国では、マンションのインターネットはＤＳＬにより月何万という規模で高速線化されるフィーバー状況が現出しております。我が社の登場を「これでやっと日本もフィリッピン並になった」と揶揄されるほど、圧倒的な遅れを取っている愁うべき黄昏状況を、あらゆる議論の出発点にすべきであります。

  なお、日本初のＣＬＥＣとして各種器材、ルータなど大量調達を開始した数ヶ月の経験から、日本にはまともな価格でまともな性能の機器類を供給できるＤＳＬ通信機器メーカーが全く存在していないという大発見をさせられております。自由で競争的な広帯域の通信市場がＮＴＴの一社独占のもとに長く窒息させられていたという、大げさに言えば犯罪的な通信産業政策の誤りは、ことインターネット高度化に驚異的な後進性をもたらしたというだけでなく、豊かな国富をもたらすＩＴ産業に壊滅的な打撃と沈滞とをもたらしている、こうした事実認識をふまえて手後れにならないうちに迅速かつ果断に抜本的な諸政策にただちに踏み出すべきことを、ＤＳＬ通信業者として強く訴えるものであります。

1． NTT局舎内に当社の各設備は収容されていますが、この収容に伴う各種の条件を米国並にもっと緩やかにしてもらいたい。特に当社の設備が設置されている局舎内への立入は２４時間自由に認めて欲しい。（米国ではＦＣＣがILECに対してこのような命令を出していると聞いています。）

2． 接続料金（であると当社が考えている料金）としての８００円（電話重畳の場合）２６００円（重畳を行わないドライカッパーの場合）さらにPOTSフィルターをNTTが準備する場合は３００円が追加され現時点でNTTがユーザーへ請求するユーザー料金と規定されていますが、これらのコストはNTTと直接競争する当社のビジネスの競争力を著しく弱めるので、ユーザー料金としてではなく、接続料金として金額の交渉を行いたい希望をもっています。米国では電話重畳の場合、８００円が月額４～５ドルと聞いています。（調査中）さらにPOTSフィルターの月額３００円は高すぎる。

ちなみにこの一個の価格はわずか二千円前後であり、暴利としかいいようがありません。

なお、すでに接続を開始している利用者とその予備軍からは、これらＮＴＴへの支払料金が発生することへの不満が極めて高く、とくにその根拠が不明であることに腹立ちの原因があることが特徴的であります。ＮＴＴは電話基本料を毎月徴収しており、コスト発生の根拠が無いというのが当社のかねがねの主張であり、これがユーザの実感に裏づけられたものと理解しております。

3． コロケーションの際に必要な通信設備をNTT局舎内に敷設するコストについて

現在当社が電話局内に当社の設備を収容してもらう場合の工事費用については７５０回線の収容設備コストは４５０万円から５００万円になり、このコストがNTTから請求されます。これらのコストは最終的にはADSLの利用者へ転嫁されますが、ユーザーが負担するサービスコストとして出来る限り小さいものが望ましいのは論を待ちません。この場合、このコストが適正かどうかという判断を当社として一切出来ない状況です。そこで、発生する費用については高い、安いの判断が働く基準、この工事の内容、各費用項目の透明化と工事費用を削減するための予めの設置場所などに関して、当社とNTTで交渉によってきめることができる状況が存在することがフェア－であると考えます。現時点でNTTが一方的に当社機材のコロケーションする場所を一方的に決定し、工事をNTT関連事業者が実施し、しかもそのコストについては当初から一切依頼する当社が意見を述べる場が無い状態を改善したい。

本件に関連して、事業免許などを持つ当社が指定する事業者が局舎内で自由に工事を行えるような状況が望ましいと考えます。

すでに当社が接触したいくつかの業者からの意見徴収によれば、工事を直接請負ううえで、技術上・保安上の問題は全く存在しないこと、費用もリ－ズナブルな設定が可能であることなどの判断を得ております。

4. コロケーションコスト

電気代金がコストの6割以上を占めるという話をNTTから伺っています。東京での年間の停電する時間は1分以下という現状から当社としては使用する電源は安価な一般商用電源を希望するのですが、このような比較上安価な電源をどんどん利用できるように改善することが必要と考えます。

なお、工事実施にあたり、この電源問題などコスト構造が事前に一切知らされずに工事を

発注せざるを得ないという事態に当社は遭遇してしまい、いらぬ出費を強いられました。

コロケーションコスト構造の詳細な事前提示とメニュー選択の自由とが厳密になされないかぎり、決してコロケーションが自由化された状態と定義することはできません。

５．コロケーションする場所とラックなどの数量

現在NTTにPOI（接続点）の調査をお願いして45日以内に回答をいただくことになっています。このコロケーションする場所がどこにあるかということは当事者である当社への予めの通知、情報はありません。MDFが２階にあり、ラックは６階に置くことになりましたという通知をNTTからいただくだけです。さらにその場所にたとえば５ラック置きたいという希望を出して、3ラックしか置けない場合、回答は可能か不可能かという二者択一の回答になっており、3ラックはOKですけど5ラックは駄目です、という回答は期待できない。3ラックとしておけば可能性があるが、5ラックとしたために最初から調査することになるなどということになっていると聞きます。コロケーション可能な場所の予めの開示、及び回答のあり方の検討を行っていただきたい。

６．コロケーションする場所が現在、将来に亘って無い場合

隣接するビルに当社のようなCLECが場所を借りてMDFからDSL信号ラインのみをNTT電話局から引き出していただくことを可能なように制度として設けていただきたい。外部のビルに置かれた当社などの機材はNTTの設置、アクセスの制約を受けることなく容易にサービスすることが可能となる。

また、ｐｏｔｓフィルターをＮＴＴ管理下におけば、電話通話機能と独立に安全に実施できる方策である。電話局はそのスペースよりもメタル線を集線する機能にもっぱらこれからの価値が存するのであって、交換機時代の終りを考えるなら、局周辺の広大な空間を利用するという柔軟な発想が求められている。現に米国では、ＬＥＣモーテルとしてこの方式の先行例が誕生している。

7. ダークファイバーの開放について

本件については米国FCCが既にILECに対して行って行っているようにダークファイバーを貸し出すことを監督官庁として強制することを日本でも行って欲しい。

ＤＳＬ通信事業者は、広帯域通信トラフィックを電話局からネットワークセンターへとスムーズに低コストで集約する中継網光ファイバーの存在抜きには、決して健全な発展をとげることはできないであろう。ＮＴＴが所有管理する膨大な光網は、メタル回線とならんで巨大な潜在的可能性を秘めた国民的財産ともいえる通信インフラである。いまだその全貌は解明されておらず、まずもってその存在の発掘と公表とに強権をもって迫っていただくととが肝要と思われる。

８．光化の問題

光化によってメタルの高速利用が不可能になることのないようにして欲しい。

それとともに、パイシステムなどたかだか６４ｋビットのスピードしか末端利用者に

提供できない光化政策は、メガビットスピードを可能とするメタル網の廃棄を同時に

実施するものであり、これはユーザから高速アクセス手段を一方的に剥奪することに

ほかならず、断じて認められない。この事実を日本中の電話利用者に公開し、光化政

策の全てが正しいものではないことを啓蒙することが重要である。

９．メタルケーブルの存在情報

メタルケーブルがどのように東京都内に敷設されて存在するかという情報はCLECとしての当社は一切情報をもっていない。このような情報を開示して欲しい。

１０．利用できるDSL製品はITU-T標準製品に加えて、標準外、さらにANSI標準品も利用できることがネットワーク構築の全体コストを低下させ、ユーザーにとっての選択肢が広がり、また大量生産されているため、コストも安くなる。このような製品利用の自由を与えて欲しい。

とくに、Ａｎｎｅｘ－ｃ方式の採用を優先しているＮＴＴは、これら技術情報と実際の運用データを一手に入手できる立場にあり、けっして中立的な判断を下すとは想像できない。

データの公開はもちろんであるが、通信業社間の不平等な力関係のもとでの技術議論の結果にすべてをゆだねるのでなく、公正で中立的な学術関係者を交えた公開の場での徹底的な議論を組織していただきたい。世界の笑い者にならないような公平なＤＳＬ通信方式の選択をお願いし、事実を歪めがちな当事者間の利害だけを尊重するという悪弊に陥らぬことを強く訴えたい。

以上

